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平成３０年度 事業報告 
 

我が国経済は、２０１２年以降緩やかな回復が続いており、雇用情勢も大き

く改善する一方で、企業等における人手不足が顕在化しています。平成３０年

２月に定められた「高齢社会対策大綱」では、シルバー人材センターの役割が

明記され、地域の担い手としてのセンターへの期待が高まっています。 

こうした中、国全体のシルバー事業予算は維持されたものの、当連合会にお

いては、国・県補助金や全シ協支援金の削減、公益目的事業会計収支相償額の

皆減などにより厳しい収支状況となりました。 

平成３０年度の事業総括としましては、次ページの表１のとおり、会員数の

減少傾向に歯止めがかからず、対前年度比１００人、１．７％減の５，７９７

人となりました。一方、契約金額は、対前年度比３１百万円、１．２％増の２，

６４０百万円と増加しました。ここ数年、請負・委任の減少を派遣の増加が補

う形で推移してきましたが、平成３０年度は請負・委任の減少幅が０．７％減

と小さくなったものの、派遣の伸び率も１４．０％増とやや陰りが見られます。 

また、前計画である「事業活性化行動計画」が終了したことから、全シ協の

第二次会員１００万人達成計画も踏まえ、本県のシルバー事業の基本的な指針

として、平成３０年度を初年度とする「中期事業計画」を策定しました。 

個別の事業としましては、人手不足分野への高齢者の就業機会の拡大が求め

られる中、高齢法の改正に伴う派遣事業の拡大については、各拠点の意向調査

や理事会、派遣事業運営委員会における検討・協議を経て平成３１年１月、高

齢法第３９条に係る派遣業務拡大の指定を長崎県知事に要望しました。また、

国からの受託事業である「高齢者活躍人材育成事業」については、全国的に人

手不足が深刻な介護・保育分野を中心に技能講習を３０講習実施し、センター

で活躍する高齢者の就業に必要な能力の習得を図りました。 

普及啓発事業につきましては、通常の広報に加えてシルバーウィーク等のタ

イミングに合わせ、シルバー事業のイメージチェンジを図るため会員の活動に

焦点を当てた連載記事を新聞に掲載するなど、マスコミへの情報提供を強化し

ました。 

特に安全・適正就業対策事業はシルバー事業推進の根幹をなすものであり、

センターの協力を得ながら安全パトロールや適正就業現地点検の実施、安全・

適正事業対策推進委員会の開催などを通じ、事故の防止及び公益法人として適

正な就業の確保に努めました。 

また、シルバー事業の推進に当たっては行政等との連携が不可欠であること

から、補助金や事務所移転先の確保、派遣業務拡大等について県を中心に関係

機関への要望活動を強化しました。以下、実施した事業について報告します。 
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表１≪過去 5か年間の推移≫ H31.3.31 現在 
   項  目 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 

会員数 実数(人) 

増減率（％） 

６，３７５ 

0.3％ 

６，２９８ 

▲1.2％ 

６，０６８ 

▲3.7％ 

５，８９７ 

▲2.8％ 

５，７９７ 

 ▲1.7％ 

就業率 請負等（％） 

増減(ﾎﾟｲﾝﾄ) 

83.7% 

▲4.8 

83.2％ 

▲0.5 

82.8％ 

▲0.4 

81.9％ 

▲0.9 

 81.3％ 

  ▲0.6 

 派遣（％） 

増減(ﾎﾟｲﾝﾄ) 

 71.1％ 

   0.9 

69.6％ 

▲1.5 

72.7％ 

3.1 

71.1％ 

▲1.6 

63.9% 

▲7.2 

契約金額 計(百万円) 

増減率（％） 

２，６０３ 

3.5％ 

２，５８８ 

▲0.6％ 

２，６０９ 

0.8％ 

２，６０９ 

0.0％ 

２，６４０ 

  1.2％ 

 請負等(百万円) 

 増減率（％） 

２，４４９ 

2.0％ 

２，３８４ 

▲2.7％ 

２，３３０ 

▲2.3％ 

２，２６７ 

▲2.7％ 

２，２５０ 

 ▲0.7％ 

 派遣(百万円) 

増減率（％） 

１５４ 

36.3％ 

２０４ 

32.5％ 

２８０ 

37.3％ 

３４２ 

22.1％ 

３９０ 

14.0％ 

 

 

 

表２≪シルバー人材センター連合会中期事業計画の進捗状況≫ 

 

平成 30 年度目標数値と実績比較 H31.3.31 現在 

 

            年  度 

項    目 

平成 29 年 

基準年度① 

平成 30 年 

目標数値② 

平成 30 年 

実    績 ③ 

達成率（％） 

③／② 

会 員 数          (人) ５，８９７ ６，１１９ ５，７９７ ９４．７ 

女性会員比率         （％） ３２．１ ３２．５ ３１．８ ９７．８ 

粗入会率                （％） １．２ １．２ １．１ ９１．７ 

就  業  率＜請負・委任＞    （％） ８１．９ ８１．９ ８１．３ ９９．３ 

就  業  率＜派遣＞          （％） ７１．１ ７２．６ ６３．９ ８８．０ 

就業延人員＜請負・委任＞ (千人日) ４６０ ４６０ ４４８ ９７．４ 

就業延人員＜派遣＞      （千人日） ６２ ７０ ６９ ９８．６ 

契約金額  ＜請負・委任＞ (百万円) ２，２６７ ２，２６７ ２，２５０ ９９．３ 

契約金額  ＜派遣＞       (百万円) ３４２ ３８２ ３９０ １０２．１ 

 

 

 



 

3 
 

表３≪平成 30 年度中期事業計画（第二次会員 100 万人達成計画）に 

おける会員数目標数値と拠点別実績の比較≫ H31.3.31 現在 

                      （単位：人） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分・年度 
平成 29 年 

基準年度① 

平成 30 年 

目標数値② 

平成 30 年 

実  績 ③ 

達成率（％） 

③／② 

長 崎 市 ９３６ ９７２ ８５４ ８７．９ 

佐 世 保 市 １，０１６ １，０５５ ９７０ ９１．９ 

島 原 市 ２９３ ３０４ ２９３ ９６．４ 

諫 早 市 ４９９ ５１８ ４９８ ９６．１ 

大 村 市 ７０２ ７２９ ７３２ １００．４ 

平 戸 市 ２５４ ２６３ ２６３ １００．０ 

松 浦 市 ２３３ ２４２ ２３０ ９５．０ 

壱 岐 市 ２５１ ２６０ １９７ ７５．８ 

五 島 市 １７９ １８５ １６８ ９０．８ 

西 海 市 ３２２ ３３４ ３２６ ９７．６ 

雲 仙 市 １６４ １７０ １７０ １００.０ 

南 島 原 市 ３２５ ３３７ ３２０ ９５．０ 

長 与 ・ 時 津 ３６９ ３８３ ３８４ １００．３ 

波 佐 見 町 １３２ １３７ １２１ ８８．３ 

対 馬 市 ６２ ６４ １１４ １７８．１ 

川 棚 町 ７９ ８２ ７２ ８７．８ 

新 上 五 島 町 ８１ ８４ ８５ １０１．２ 

計 ５，８９７ ６，１１９ ５，７９７ ９４．７ 
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個 別 実 施 事 業 

Ⅰ シルバー人材センター事業 

1.  安全・適正就業対策推進事業 

 各センターにおける会員の安全・適正就業の確保を図るため、次のとおり取 

り組みました。 

 

 （１）安全・適正就業対策推進委員会の開催 

    各センターにおける会員の安全・適正就業の確保に関する事項を検討 

し、その対策等を推進するため、次のとおり委員会を開催しました。  

 

   委員会開催状況（委員長 藤澤理事、副委員長 西理事） 

開催日 主な議題等 検討（審議）結果 

30.7.10 

(「えきま

え」いきい

きひろば） 

 

 

①安全・適正就業役職員研修

会の開催 

②安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙ及び適正就業

の巡回現地指導 

③安全・適正就業強化月間に

おける取組状況取り纏め 

① 平成 30 年 11 月に開催(長崎労働

局、連合会等による講義 ほか) 

② 現地巡回、適正就業点検計画 

を決定 

③各センターの強化月間等におけ

る取組状況の集約 

 

 

 

（２）安全・適正就業対策役職員研修会の開催 

 

    平成 30 年 11 月 14 日、センターの役職員・会員を対象に研修会を実施

しました。（於）「えきまえ」いきいきひろば 

 

研 修 内 容 講   師   等 

・安全講話 

・適正就業ガイドライン ほか 

・平成 30 年度安全・適正就業指導員 

会議報告 

・重篤事故発生に対する対応 

・長崎県労働基準協会専任講師 

・長崎労働局職業対策課高齢者対策担

当官 ほか 

・連合会事務局長 ほか 
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（３）安全就業巡回視察及び適正就業点検 

下記のとおり、安全・適正就業の現場点検等を行い、安全・適正就業の

指導に努めました。 

 

（安全就業視察）           （適正就業点検）     

活 動 拠 点 名 巡 回 視 察 日 活 動 拠 点 名 点 検 確 認 日 

1 島原市ＳＣ H30.9.18 1 長崎市ＳＣ H31.2.5 

2 松浦市ＳＣ H30.8.21 2 佐世保市ＳＣ H31.1.31 

3 壱岐市ＳＣ H30.9.18～19 3 諫早市ＳＣ H30.12.12 

4 五島市ＳＣ H30.9.26 4 大村市ＳＣ H30.12.4 

5 雲仙市ＳＣ H30.9.12 5 平戸市ＳＣ H30.11.28 

6 南島原市ＳＣ H30.9.13 6 西海市ＳＣ H30.11.12 

7 長与・時津ＳＣ H30.7.31 7 波佐見町ＳＣ H30.11.6 

   計 ７ｹ所  ８ 対馬ＳＣ H31.2.8 

 計 8 ヶ所 

 

２. 普及啓発・就業開拓事業 

  会員数・就業機会の拡大を図るため、広報活動を行うとともにシルバー事業 

の意義・理念・運営等を広く県民や事業団体等に正しく理解していただくため 

次のとおり取り組みました。 

 

（1）普及啓発事業 

    連合会ホームページや県の広報媒体、マスコミへの情報提供等を通じて情

報発信に努めました。 

特に、９月の「シルバーウィーク」の期間中、会員の皆様に焦点を当てた５回

の新聞連載記事の掲載、１０月の「普及啓発月間」におけるボランティア活動を

中心としたテレビ、新聞での報道など、タイミングを重視した情報提供に努めま

した。 
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（2） 業務推進事務局長会議の開催 

      県内センターの事務局長が一堂に会し、会員増加や就業開拓等の諸課題 

について、情報交換、検討・協議を行い、シルバー事業の推進強化に努めまし

た。 

  開 催 日 会 議 概 要 

平成 30 年 6 月 19 日 ・平成 30 年度第 1 回都道府県連合事務局長会議報告 

・第２次会員 100 万人達成計画について 

・県下統一の普及・啓発活動について ほか 

平成 30 年 10 月 2 日 ・平成 30 年度第 2 回都道府県連合事務局長会議報告 

・「シルバーの日」関連ボランティア活動の実施状況（予定）

について ほか 

平成 31 年 1 月 28 日  ・平成 30 年度第 3 回都道府県連合事務局長会議報告 

 ・平成 31 年度高齢者活躍人材確保育成事業について 

 ・高齢者法第 39 条の進捗状況について ほか 

 

 

 

３． 交流研修事業 

   情報収集・交換、役職員のスキルアップのため以下のとおり会議等を開催。また、

全シ協等が主催する会議・研修会に参加しました。 
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事 業 項 目  

 
実施時期 実施地域 内     容 

１連合会主催の研修会等 

 

業務推進事務局長会議 

(再掲） 

6 月 

長 崎 市 

・事業予算・計画の協議 

・適切な事業運営に係る諸問題の 

検討・協議ほか     

10 月 

1 月 

会計職員研修会・消費税

説明会 
9 月 長 崎 市 

・国庫補助事業の適正な執行、 

改正消費税の説明 ほか 

福祉・家事援助ｻｰﾋﾞｽ研修会   1 月 長 崎 市 ・福祉・家事援助サービスの拡充 

     
事 業 項 目 

実施時期 実施地域 内          容 
２全シ協主催の研修会等 

 定時総会 6 月 東 京 都 ・全シ協定時総会 

 会長会議 10 月 東 京 都 ・連合会会長会議          

   5 月 

東 京 都 

・事業予算・計画の説明・協議（厚労省） 

・適切な事業運営の推進（全シ協） 

・諸問題の検討・協議 ほか 

 事務局長会議 9 月 

   1 月 

 

適正就業担当者会議 7 月 東 京 都 ・適正就業に向けた取組み  

安全就業指導員会議 11 月 東 京 都 ・事故防止に関する取組み 

福祉・家事援助ｻｰﾋﾞｽ 

担当者会議 
12 月 東 京 都 ・福祉・家事援助サービスの拡充 

事 業 項 目 
実施時期 実施地域 内          容 

３九シ協主催の研修会等 

 第 1 回理事会 6 月 福 岡 県 定期総会議案等 

 定期総会・役員研修会 7 月 佐 賀 県 定期総会・役職員研修会    

 会長情報交換会 11 月 福 岡 県 シルバー事業に係る情報交換会 

 業務担当職員研修会 11 月 宮 崎 県 事例研究ほか担当員研修会    

 事務局長会議 11 月 福 岡 県 各連合情報交換会     
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4. 調査研究事業 

 シルバー事業を取り巻く環境変化を的確に捉え、下記について調査研究を行 

い各センターに情報発信することで、円滑な事業推進等が図られるように努め 

ました。 

 

（1）平成 30 年度を初年度とする中期事業計画を作成するにあたり、前計画で

ある「長崎県シルバー人材センター事業活性化行動計画（H24年度～H28年度）」

の検証を行うとともに、シルバー事業の現状と課題を分析しました。 

 

（2）高齢者活躍人材育成事業を活用し、県南部の５００事業所を対象に、シル

バー人材センターの認知度や活用実態、今後の活用方針等のアンケート調査

と分析を行い、その結果を各センターへ提供しました。 

   

 

 

5. センター設置等促進事業 

 県下全域におけるシルバー事業の展開を図るため、センター未設置町（小値

賀町）や連合会未加入団体（東彼杵町、佐々町）を直接訪問し、現況聴取や事

業概要配布等によりシルバー事業の周知・広報を行い、センター設置への意識

づけに努めました。  

 また、シルバー事業の全島組織化を図る対馬市の要請を受け、現地の研修会

で、シルバー人材センターの目的と仕組み、県内の状況等について講演を行い

ました。  

  

 

6. 指導事業 

８センター（長崎市、佐世保市、諫早市、大村市、平戸市、西海市、波佐見

町、対馬市）に対し、会員拡大、就業開拓、意識啓発、安全就業、適正就業の

確保等の取組への現地調査を実施。シルバー事業の適切な運営、業務拡大等の

指導・助言を行いました。 
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7. 福祉・家事援助サービス事業 

 今後の、「介護予防・日常生活支援総合事業」を見据え、下記のとおり全シ協 

研修会へ出席するとともに、連合会主催の研修会を開催し介護支援・家事援助 

事業の取組みや「福祉・家事援助サービス事業の底上げ」について協議・検討 

を行いました。 

 

  研  修  会 開 催 日 開 催 場 所 

福祉・家事援助サービス担当者研修会（再掲） 

（全シ協主催） H30.12.17 東 京 都 

福祉・家事援助サービス研修会（再掲） 

（講演「福祉・家事援助サービス事業の取組について」、ｸﾞﾙｰﾌﾟ討議） H31. 1.15 長 崎 市 

 

8. 有料職業紹介事業  

 臨時的かつ短期的または軽易な業務への就業を希望する高齢者に、有料職業

紹介事業を行いました。 

 

（1）実施事業所 

 佐世保市、島原市、諫早市、大村市、平戸市、松浦市、五島市、西海市、雲

仙市、南島原市、波佐見町及び連合会 計 12 箇所 

 

 

（2）実施状況  

 

 

 

実施事業所

数 

 

求 人 求 職 就 職 

有効

求人

数  

求人数 有効

求職

者数 

新規

求職

申込

件数 

常用

就職

件数 

臨時

就職

延数 

日就

職延

数 

常 用

求 人

数 

臨 時

求 人

延数 

日 雇

求 人

延数 

１２箇所 0 人 0 人 0人日 0 人日 0 人 0 件 0 件 0人日 0 人日 
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Ⅱ シルバー派遣事業 

高齢法改正による業務拡大等派遣事業の環境変化を見据え、情報提供とその

対応方策に努めるとともに、労働者派遣事業の適切な推進に取り組みました。 

（2 ﾍﾟｰｼﾞ〈過去５年間の推移〉参照） 

 

（1）シルバー派遣実施事業所 

届 出 受 理 日 実 施 事 業 所 名 称   

Ｈ21.2.25 ①長崎市事務所 

③諌早市事務所 
⑤西海市事務所 

②佐世保市事務所 
④大村市事務所 
⑥長与・時津事務所 

Ｈ21.8.17 ⑦南島原市事務所 ⑧波佐見町事務所 

Ｈ22.4.1 ⑨島原市事務所 

Ｈ22.11.8 ⑩平戸市事務所 

Ｈ23.8.31 ⑪壱岐市事務所 

Ｈ24.10.17 ⑫雲仙市事務所 

Ｈ25.12.12 ⑬松浦市事務所 

Ｈ26.1.30 ⑭五島市事務所 

Ｈ26.12.17 ⑮連合会 

 

 （2）シルバー派遣事業運営委員会の開催 

 

  派遣事業運営に係る諸問題の検討・協議のため、下記のとおり運営委員会 

を開催しました。 

 

   運営委員会開催状況(全２回) 

開催年月日・場所 議  題  等 

平成 30 年 6 月 19 日 ・シルバー派遣事業の業務拡大について ほか 

平成 30 年 10 月 2 日 

（業務推進事務局長会議） 

・シルバー派遣事業の業務拡大について  

（知事指定に向けてのスケジュール、方針等） 

 

 



 

11 
 

(3)派遣業務拡大の取り組み 

   高齢法の改正に伴う派遣業務の拡大について、各拠点の意向調査や先進県

等調査を踏まえ、理事会や派遣運営委員会等での検討・協議を重ねました。 

   その結果、平成 31 年 1 月 30 日、県下全域を対象とする８業種、１２職種

について、高齢法第３９条に係る派遣業務拡大の指定を長崎県知事に要望し

ました。 

 

Ⅲ 高齢者活躍人材育成事業（育成事業） 

        平成３０年度の育成事業は、長崎労働局からの特命随意契約により連合会が受

託しました。 
   ・ 目    的  全国的に人手不足が深刻となっている介護・保育分野を中心に

シルバー人材センターで活躍する高齢者に対し、人手不足分野

等における就業に必要な能力を修得させる技能講習等を実施す

ることを目的としています。 

 

・ 委託期間  平成３０年４月２日～平成３１年３月 29 日 

 

・ 委託金額  ２６，９３７，０００円（支出額２４，６４６，６４３円） 

 

・ 技能講習の実施 

    ① 事業実施にあたって達成すべき事項（長崎労働局指示事項） 

       ・全ての講義の定員の合計が３００人以上 

         ・介護・保育分野及び長崎労働局管内における人手不足分野で 5 割以上

の技能講習の設定 

        ・関連就業率（受講した講習分野に関連した分野に就業した率）５０%以上 

 

    ② 「平成３０年度高齢者活躍人材育成事業技能講習実施計画」に基づき、

事業主団体並びに各センターの協力の下、次のとおり技能講習を計画し

ました。 

 

      ・ 講習数 ・・・・・・・・・・・ ３０講習 

（うち人手不足分野で設定した講習：22 講習） 

      ・ 受講定員 ・・・・・・・・・ ３００人 

      ・ 関連就業率 ・・・・・・・ ５０％ 



 

12 
 

 

③  技能講習の実施結果は、次のとおりです。 

       ・ 講習数 ・・・・・・・・・・・ ３０講習 

（うち人手不足分野で設定した講習：22 講習） 

・ 受講申込者数・・・・・・ ３３８人 

・ 受講者数 ・・・・・・・・・ ３０４人 

・ 開始者数 ・・・・・・・・・ ２９４人（講習開始日に講習を受講した者） 

      ・ 修了者数 ・・・・・・・・・ ２９８人 

・ 就業者数 ・・・・・・・・・ ２２９人 

（うち受講した講習分野に関連した分野に就業した者：１１３人） 

      ・ 関連就業率 ・・・・・・・ ３８．４％（113 人/294 人） 

 

 

 

 

 

 

   Ⅳ 総会開催及び要望活動 

 連合会の事業目的の達成と適正な運営を図るため、総会及び理事会を開催す 

るとともに、要望活動を実施しました。 

 

（総会等の開催状況） 

事  業  項  目 

実施時期 実施地域 内       容 
総会･理事会等の開催 

  
定 時 総 会 6 月 長 崎 市 

連合会会員による総会開催 

  ・平成 29 年度決算審議 ほか 

  理 事 会     連合会理事(14 名）、監事(2 名）による開催 

   第 1 回理事会 6 月 長 崎 市 ・平成 29 年度事業報告・決算審議 ほか 

   第 2 回理事会 6 月 長 崎 市 ・会長、副会長、専務理事の選定 

   第 3 回理事会 12 月 長 崎 市 ・連合会正会員会費規程の改正 ほか 

   第 4 回理事会 3 月 長 崎 市 ・平成 31 年度事業計画・予算審議 ほか 

  決 算 監 査 5 月 長 崎 市 
監事(2 名)による平成 29 年度収支計算書等

の監査  
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（要望活動概要） 

支 援 要 望 内 容 要 望 先 要 望 者 

平成 30 年 7 月 31 日 

・補助金、公共事業の発

注の確保等  

 

１．長崎県知事 

２．長崎県議会議長 

３．長崎労働局長 

４．自由民主党長崎県連 

吉木会長 

廣田副会長 

西副会長 

岩本専務理事 

平成 30 年 10 月 26 日 

・事務所移転先の確保及

び補助金の確保 

長崎県知事 吉木会長 

廣田副会長 

西副会長 

岩本専務理事 

平成 31 年 1 月 30 日 

・高齢法第 39 条に係る

指定の要望 

長崎県知事 吉木会長 

岩本専務理事 

 

 

 


